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【 経 緯 】 

〔公共下水道の整備〕 

 白馬村の公共下水道事業は、昭和５９年に下水道整備に関するアンケート調査を実

施し、８０％の村民が「豊かな自然を守り、衛生的な文化生活を営むための下水道整

備」を望んでいるとの結果を受け、昭和６３年に公共下水道事業計画を策定し、平成

元年度から国の事業認可を受け下水道の整備を開始しました。 

 大出地籍の姫川端に終末処理場（白馬村浄化センター）を建設し、大出・白馬町か

ら下水道管の整備を行ない、平成５年８月に一部地域の下水道の供用を開始しました。 

 以降、第１期（事業年度：平成元年度～６年度）、第２期（同：平成７年度～１０

年度）、第３期（同：平成１１年度～１７年度）と下水道管の布設工事を進めてきま

した。 

 下水道管の布設工事を実施する前に各地区において事業説明会を開催し、事業内

容・下水道使用料金・受益者負担金に関する説明を行ないました。 

〔受益者負担金〕 

 平成４年度において、都市計画法第７５条に規定する「受益者負担金」の単価を  

１㎡あたり９００円に決定し、平成６年度から受益者負担金の賦課・徴収を開始しま

した。 

 受益者負担金の賦課を行なうにあたり、以下の手順で受益地の把握を行ないました。 

 ①条例に基づく供用開始の公告 

 ②該当区域内の地権者の方々へ供用開始をお知らせ 

 ③条例に基づく賦課対象区域の公告 

 ④下水道管を敷設した区域の公図から受益地候補を抽出し、受益者ごとの受益者申

告書を作成 

 ⑤受益者との申告相談会等を開催し、受益地の確認を行ない申告書を収受 

  この際に、徴収猶予地・減免対象地の申請を収受 

 ⑥徴収猶予地・減免対象地の申請内容の確認作業を行ない、受益者負担金を賦課す

る対象地を決定し、受益者負担金決定通知・納付書を送付 

 この様な手順で事務を行なっていましたが、公図を基に対象地の把握を行なったた

め、公図混乱区域、公図の縮尺が１２００分の１の区域では、現地の把握が困難な区

域が存在したため事務処理も困難を極めました。 

 受益者負担金を賦課して５年目となる平成１０年度末（第２期計画の終了年度）の

受益者負担金の未納額は４,５８０万円余りとなり、平成１２年度末では８,７４０万

円余りの金額となりました。 

〔加入分担金制度〕 

 この様な状況の中、担当課では多額の未収金対策として受益地の賦課方法について

検討を行ない、結果、下水道に接続する際に徴収する「加入分担金」制度を制定する

ため、関連する条例規則の改正を行ない、平成１３年４月１日から施行しました。 
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 この制度は、 

  ①施行日以降に受益者負担金を賦課する区域内の１,０００㎡を超える社会体育

施設（グラウンド、テニスコート、運動場等）、山林、原野について受益者負

担金に替えて加入分担金を下水道加入時に賦課徴収する 

  ②下水道に接続していない土地で受益者負担金を３年以上支払っていないとき

は受益者負担金に替えて加入分担金を下水道加入時に賦課徴収する 

  ③加入分担金の未納者には下水道への接続を認めない 

  ④加入分担金の単価は１,３５０円 

といった制度でした。 

〔３つの負担金・分担金〕 

 下水道が使用できる区域（以下「排水区域」と言います）の中に、受益者負担金に

加え加入分担金という分担金ができたことから、土地を所有する方、土地を転売等に

より取得された方、事務を担当する担当課の職員にも、受益者負担金を納めていただ

く土地なのか加入分担金を納めていただく土地なのかといった混乱が生じ、誤った賦

課をするケースや、土地を転売によって取得した方の一部には１,３５０円といった

単価について理解してもらうため、担当者が苦慮するケースもありました。 

 また、下水道を使用できない区域（以下「排水区域外」と言います）から下水道を

利用するための「区域外流入分担金」といった制度もあることから、公共下水道に関

して３つの負担金・分担金がある状況となりました。 

 

 

【 改正の内容 】 

〔加入分担金制度の廃止〕 

 改正前の排水区域内には、“受益者負担金”、“加入分担金”という２つの制度が  

存在し、土地を所有される方をはじめ担当課職員にも解りにくく土地所有者に理解を

得るのに苦労していたこと、日本下水道事業団による外部評価結果も踏まえ、２つの

制度を簡素化し解りやすくするため、今回条例の改正等を行い、本年４月１日から加

入分担金制度を廃止し、排水区域内は受益者負担金のみといたします。 

 

〔排水区域の見直し〕 

 白馬村が公共下水道事業に着手した頃は、都市部での事業実施が主で白馬村の様な

地方都市では実施が殆どない状態であったことから、都市部の例を参考に下水道管が

埋められる道路に接する土地はすべて排水区域としました。現在では、山林・原野等

家を建てる計画の無い土地を排水区域外とすることが全国的な傾向となっています。 

 以上の様なことから、白馬村でも排水区域の見直しを行なうこととし、その内容は、

平成１３年４月１日以降に加入分担金の対象地としました土地は、下水道が使用でき

るようになってから１０年以上経過した現在でも当時と同じ状態であることから、排
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水区域から外すよう事務を進めており、この土地に家を建てる際に区域外流入分担金

（１㎡あたり９００円）を納付していただくことといたしました。 

 なお、受益者負担金を現に賦課し、受益者負担金を３年以上支払っていなく加入分

担金に賦課を替えた土地につきましては、排水区域内のままとします。 

 

 

【 そ の 他 】 

〔農地の徴収猶予〕 

 下水道が使用できる区域の中の農地につきましては、受益者負担金の徴収を猶予し

てきました。 

 農地につきましては、今回の排水区域の見直しの対象地とはせずに、この取り扱い

を今後も継続いたします。 

 その様なことから、徴収猶予となっている農地を所有される方につきましては、 

引き続き徴収猶予の更新申請を行なっていただきます。 

 

〔 損 失 額 〕 

 今回、加入分担金を廃止したことによる損失額は７,８０２万８,０５０円となりま

す。これは、排水区域内のままとする“下水道に接続していない土地で受益者負担金

を３年以上支払っていない土地”が該当します。 

 


